
中
核
市
と
し
て
さ
ら
に
前
進

　
新
元
号
へ
の
移
行
、
市
制
施
行

１
３
０
周
年
の
節
目
と
な
っ
た
令
和

元
年
度
は
、
新
本
庁
舎
整
備
、
新
可

燃
物
処
理
施
設
整
備
な
ど
の
重
要
施

策
を
着
実
に
進
め
る
と
と
も
に
、
防

災
・
減
災
対
策
、
人
口
減
少
の
克
服

に
向
け
た
地
方
創
生
の
推
進
や
医

療
・
保
健
・
福
祉
・
子
育
て
支
援
、

さ
ら
に
は
中
核
市
と
し
て
連
携
中
枢

都
市
圏
域
全
体
の
将
来
に
向
け
た
事

業
を
積
極
的
に
展
開
す
る
な
ど
、
市

民
生
活
の
向
上
を
図
り
ま
し
た
。

全
て
の
会
計
で
黒
字
決
算

　
歳
入
面
で
は
、
市
税
に
つ
い
て
は

前
年
度
に
引
き
続
き
雇
用
環
境
の
改

善
が
進
ん
だ
こ
と
に
加
え
、
企
業
の

設
備
投
資
が
好
調
で
あ
っ
た
こ
と
な

ど
か
ら
１
億
３
５
９
６
万
円
の
増
収

と
な
り
ま
し
た
。
地
方
交
付
税
に
つ

い
て
も
増
収
と
な
り
ま
し
た
が
、
こ

れ
は
臨
時
財
政
対
策
債
の
振
り
替
え

（
６
・
４
億
円
）
に
よ
る
も
の
で
、
実

質
的
な
交
付
税
は
、
合
併
算
定
替
の

縮
減
の
影
響
な
ど
に
よ
り
減
収
と
な

り
ま
し
た
。
ま
た
、
市
有
施
設
の
耐

震
対
策
や
小
中
義
務
教
育
学
校
へ
の

エ
ア
コ
ン
整
備
、
雇
用
創
出
な
ど
重

要
施
策
に
積
極
的
に
取
り
組
み
な
が

ら
も
、
市
債
発
行
は
有
利
な
も
の
を

厳
選
し
、
こ
れ
ま
で
計
画
的
に
積
み

増
し
し
て
き
た
基
金
も
活
用
す
る
な

ど
将
来
を
見
据
え
た
財
政
運
営
に
努

め
ま
し
た
。
こ
れ
ら
の
結
果
、
一
般

会
計
お
よ
び
15
の
特
別
会
計
の
歳

入
総
額
は
対
前
年
度
２
・
３
％
増
の

１
４
４
８
億
３
２
６
３
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

　
歳
出
面
で
は
、
令
和
元
年
11
月
の

新
本
庁
舎
全
面
開
庁
を
は
じ
め
、
防

災
ラ
ジ
オ
整
備
事
業
に
着
手
、
産
後

う
つ
な
ど
の
防
止
の
た
め
健
康
診
査

費
用
の
助
成
、
ス
マ
ー
ト
農
業
の
推

進
、
即
戦
力
と
な
る
人
材
確
保
へ
向

け
た
日
本
語
学
校
の
運
営
支
援
な

ど
、「
ひ
と
づ
く
り
」「
ま
ち
づ
く
り
」

「
し
ご
と
づ
く
り
」
の
そ
れ
ぞ
れ
の

分
野
で
、
市
民
の
み
な
さ
ん
の
暮
ら

し
を
支
え
る
取
り
組
み
を
積
極
的
に

行
い
ま
し
た
。

　
こ
れ
ら
の
結
果
、
歳
出
総

額
は
対
前
年
度
２
・
８
％
増
の

１
４
１
７
億
１
０
６
１
万
円
と
な

り
ま
し
た
。
翌
年
度
へ
の
繰
越

事
業
費
を
除
い
た
収
支
総
額
は
、

28
億
８
１
７
６
万
円
の
黒
字
と
な

り
、
個
々
の
会
計
を
見
て
も
、
全
て

黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

一般会計一般会計

▶グラフの見方
　費目（構成比）
　金額
　（対前年度増減）

▼依存財源
国や県により定められた
額を交付されたり、割り
当てられたりする収入。

▶自主財源
市が自ら調達できる財源。

1021億8094万円
（39億1356万円）

歳出（目的別）

議会費・災害復旧費（1.3%）
13億9289万円（▲1億8104万円）

消防費（2.8%）
28億3789万円（1億0227万円）

農林水産業費（3.4%）
34億7195万円  
（1億9505万円）

衛生費（7.6%）
77億7561万円  
（5億1451万円）

土木費（7.4%）
75億7848万円
（▲9億9525万円）

教育費（10.4%）
105億8221万円
（26億3217万円）

公債費（9.3%）
95億2990万円
（▲9487万円）

   商工費（8.8%）
89億9828万円

（▲20億8738万円）

総務費（15.3%）
155億9959万円
（31億9672万円）

民生費（33.7%）
344億1414万円
（6億3138万円）

1042億7182万円
（34億7818万円）

歳入

地方交付税（22.5%）
234億1188万円
（2億7730万円）

繰入金（2.1%）
21億4433万円
（3億8007万円）

財産収入・寄附金（0.5%）
5億1451万円
（5560万円）

依存財源（60.7％）
632億7685万円 

国庫支出金（13.0%）
135億5634万円
（11億6102万円） 

市債（14.1%）
147億0631万円
（20億4334万円）譲与税・交付金（4.6％）

48億3939万円  
（3217万円）

諸収入（9.3%）
97億4241万円
（▲8億4217万円）

繰越金（2.4%）
25億2626万円  
（4億0195万円）

使用料・手数料（1.3%）
13億8298万円  
（▲2617万円）

分担金・負担金（0.8％）
8億1098万円
（▲2億3444万円）

県支出金
（6.5%）

67億6293万円
（9355万円） 

市税（22.9%）
238億7350万円
（1億3596万円）

自主財源（39.3％）
409億9497万円  

総括表（一般会計・特別会計）
区　分 歳　入 前年度比

伸び率（％） 歳　出 前年度比
伸び率（％）

一 般 会 計 1042億7182万円 3.5 1021億8094万円 4.0

特 別 会 計 405億6081万円 ▲ 0.4 395億2967万円 ▲ 0.2

特
　
別
　
会
　
計
　
内
　
訳

土地区画整理費 1億1221万円 ▲ 52.5 1億0138万円 ▲ 54.0
公設地方卸売市場
事業費 4104万円 2.1 3276万円 ▲ 1.1

国民健康保険費 185億0816万円 ▲ 1.1 182億3510万円 0.3
高齢者 ･ 障害者住宅
整備資金貸付事業費 77万円 ▲ 2.5 59万円 ▲ 11.9

住宅新築資金等
貸付事業費 7893万円 126.5 5796万円 76.5

土地取得費 36万円 16.1 34万円 9.7

墓苑事業費 2775万円 ▲ 26.5 2228万円 ▲ 38.6

介護保険費 194億8468万円 1.1 188億2370万円 0.4

財産区管理事業費 1253万円 ▲ 1.3 310万円 ▲ 11.4

温泉事業費 5667万円 4.5 5147万円 ▲ 0.3

観光施設運営事業費 812万円 ▲ 36.5 812万円 ▲ 36.5
介護老人保健施設
事業費 8181万円 0.0 8181万円 0.0

後期高齢者医療費 20億7461万円 2.0 20億7183万円 2.0

電気事業費 2898万円 ▲ 4.4 2848万円 ▲ 3.0
母子父子寡婦福祉
資金貸付事業費 4419万円 54.9 1078万円 ▲ 13.9

合　計 1448億3263万円 2.3 1417億1061万円 2.8

早期に健全化が必要な数値（350％超）
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【グラフ①】一般会計における市債残高と
　　　　　  実質公債費比率 (※) の推移

【グラフ②】将来負担比率の推移

10.3

1103.9 1103.9 
（％）

※ 実質公債費比率…地方公共団体の借入金（地
方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地
方公共団体の財政規模に対する割合で表したも
の。早期に健全化が必要な数値は25％超。
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〜 

令
和
元
年
度
に
実
施
し
た

主
な
重
点
施
策 

〜

▶次世代の鳥取市を
担う “ひとづくり ”

▶誰もが活躍できる
“しごとづくり ”

▶賑わいにあふれ安心して
暮らせる “まちづくり ”

・新本庁舎の整備、総合支所の耐
震化

・防災ラジオの整備事業に着手

・小中義務教育学校へのエアコン設
置

・産後うつなどの防止に向け健康診
査費用を助成

・スマート農業の推進
・即戦力となる人材確保へ向け日

本語学校の運営を支援

■特集　令和元年度決算

義
務
的
経
費

そ
の
他
経
費

投
資
的
経
費

消
費
的
経
費

（6.8％）

（0.9％）

（14.5％）

（0.9％）

（0.8％）

（19.6％）

（9.3％）

（12.4％）

（14.9％）

（7.8％）

（12.1％）
人件費
 123億2057万円 （▲2億5784万円）

公債費
 95億2986万円 （▲9486万円） 

物件費
 127億1263万円 （10億4071万円）

維持補修費
 8億7350万円 （▲1400万円）

補助費等
 152億1090万円 （4億0768万円）
普通建設事業費
 148億6431万円 （40億5580万円）

出資・貸付金
 79億7601万円 （▲22億1347万円）
積立金
 8億2757万円 （5878万円）
繰出金
 69億9032万円 （1億8069万円）

扶助費
 199億2947万円 （9億4005万円）

災害復旧事業費
 9億4580万円 （▲1億8998万円）

新
た
な
時
代
を
リ
ー
ド
し

新
た
な
時
代
を
リ
ー
ド
し

　
　
　
確
か
な
未
来
を
創
造
す
る
鳥
取
市
へ

　
　
　
確
か
な
未
来
を
創
造
す
る
鳥
取
市
へ

【
特
集
】　
令
和
元
年
度
決
算

　
令
和
元
年
度
決
算
が
９
月
定
例
市
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
一
般
会
計
・
特
別
会
計
で

総
額
約
28
億
円
の
黒
字
決
算
と
な
り
、
健
全
な
財
政
運
営
を
行
う
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
そ

の
概
要
に
つ
い
て
一
般
会
計
を
中
心
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先
　
本
庁
舎
行
財
政
改
革
課 

 

０
８
５
７-

30-

８
１
１
１

 
 

０
８
５
７-

20-

３
９
４
８

健
全
財
政
の
堅
持

　
中
長
期
的
な
展
望
に
立
ち
、
計
画

的
に
市
が
直
面
す
る
諸
課
題
の
解
決

を
図
る
と
と
も
に
、「
麒
麟
の
ま
ち
」

圏
域
の
自
治
体
と
連
携
を
深
め
な
が

ら
、
一
体
的
な
発
展
の
実
現
に
向
け

て
取
り
組
み
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
に
お
け
る
市
債
の
残
高

は
増
額
と
な
り
ま
し
た
が
、「
実
質

公
債
費
比
率（
※
）」は
国
の
基
準
を

大
き
く
下
回
っ
て
お
り
、引
き
続
き
、

市
の
実
質
的
な
負
担
が
少
な
い
市
債

を
厳
選
し
活
用
す
る
と
と
も
に
、
新

た
な
市
債
の
発
行
を
抑
制
す
る
な

ど
、
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
て
い

き
ま
す
。【
グ
ラ
フ
①
】

　
特
別
会
計
や
水
道
、
病
院
、
下
水

道
な
ど
の
会
計
の
負
債
を
合
算
し
て

求
め
る
「
将
来
負
担
比
率
」
も
、
国

が
示
す
基
準
を
大
幅
に
下
回
っ
て

お
り
本
市
の
財
政
の
健
全
性
は
堅
持

さ
れ
て
い
ま
す
。【
グ
ラ
フ
②
】

　
令
和
２
年
度
以
降
は
、
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ

り
、
市
税
の
減
収
や
対
策
費
用
の
増

加
な
ど
厳
し
い
財
政
運
営
が
見
込
ま

れ
ま
す
が
、
引
き
続
き
安
定
し
た
行

政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
市
政
運

営
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

ドローンによる農薬散布

Tottori City News Letter  2020.11 とっとり市報  2020.119 8


